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Ⅰ　はじめに

　民主主義国家においては平等選挙が実現
されることが重要であり、このために、選
挙区の区割りにおいては、全ての有権者に
対して平等な区割りが行われることが求め
られる。しかし、それを現実に行う上で
は、行政区画や地理的要因と一人一票の原
則との兼ね合い、ゲリマンダーの危険性、
地域により異なる有権者の特性等、様々な
困難が伴う。このため、適切な区割りをど

のようにして実現するかは、様々な国にお
いて課題とされていることであり、また、
区割りの妥当性が裁判で争われることも多
い。
　そして、そのような区割り訴訟において
は、既存の区割りプランの違憲性・違法性
をどのような基準で判断するか、という実
体的な問題がまず重要になるが、これとは
別に、既存の区割りが違憲・違法なもので
あった場合に、これをどのように解決すべ
きか、という点も問題になる。
　ところで、訴訟においては、通常は、当
事者間の和解によって解決する途が用意さ
れており、このことは国家を相手に違憲訴
訟が提起される場合であっても異なるもの
ではない。しかしながら、ある法令の違憲
性を理由に当該法令を適用しないことを求
める場合や、憲法上の権利を理由に国に対
して補償や給付等を求める場合とは異な
り、選挙区の区割りが憲法違反であるとし
てその是正を求める訴訟においては、その
訴訟の結果は、原告以外の多くの国民の利
害に対しても影響を与えることになる。そ
して、そのことは、紛争が和解によって解
決される場合も同様である。法令を適用し
ないことを求める訴訟の和解であれば、争
われた事件についてのみ当該法令を適用し
ない旨の合意をすることが可能であり、補
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償や給付を求める訴訟の和解であれば、国
が原告に一定の補償ないし給付を行う旨の
合意をすることが可能であるが、区割り訴
訟における和解では、原告に対してのみ異
なる区割りを適用する旨の合意を締結する
などということは不可能であり、和解が行
われるとすれば、その合意は、必然的に、
他の有権者の選挙権に影響を与えることに
なるからである。このように、区割り訴訟
における和解においては、他の訴訟におけ
る和解とは異なる問題が生じることにな
る。
　このような区割り訴訟における和解の効
力については、アメリカの判例では、
Lawyer v. Department of Justice, ５２１ U.S. 
５６７（１９９７） １において議論されている。こ
の事件は、区割り訴訟の中で行われた和解
により新たな区割りプランが作成され、従
前のプランが改正されたところ、そのよう
に和解による区割り改正は可能であるのか
否かが、主な争点として、上訴によって争
われた事件である。
　本稿は、この判決を素材として、区割り
を巡る紛争の解決手段としての和解につい
て検討を行うものである。

Ⅱ　事案

　１９９０年に行われた人口調査の結果、フロ
リダ州では選挙区の区割りを改正する必要
が生じ、同州議会はそのためのプランを制
定した。同州司法長官は、同州憲法の規定
に従い、区割りの内容が州法及び連邦法に
適合する旨の宣言を得るために、同州最高
裁に当該プランを提出した。また、その一
方で、投票権法の規定に従い、連邦司法長
官の事前承認を得るために、プランを連邦
司法省に提出した。

　連邦司法長官はこのプランに対し、一部
の地域（Hillsborough群）において「政治
的に結合した少数派の人口」の分断が生じ
ていること及び当該地域におけるマイノリ
ティ多数選挙区（州全体では少数派となる
人種について、当該選挙区において多数派
となるように形成された選挙区）が形成さ
れていないことを理由として異議を唱え、
事前承認を拒否した。
　州最高裁はこの異議に応じ、州議会に対
して新たなプランの制定を行う旨の命令を
発し、議会がこの制定を行わない場合は裁
判所が行う旨を述べた。その後、このため
の州議会が招集される予定がない旨の助言
を受けたことから、議会によるプランの制
定が行われないことは明らかであるとし
て、裁判所の手で新たなプランを制定する
ことを決定した。ここで制定されたプラン
はプラン３３０と呼ばれており、１９９２年と
１９９４年にこのプラン３３０の下で選挙が行わ
れている。
　１９９４年４月、上訴人（原告の１人）は
Hillsborough群に住む５人の住民とともに、
フロリダ州、同州司法長官及び連邦司法省
を被告として、プラン３３０における第２１選
挙区（Hillsborough群を含む４つの群の各
地域を含む選挙区）が修正１４条に違反して
いることを理由として、訴えを提起した。
この訴訟において、連邦地裁は、フロリダ
州上院、同州下院、同州州務長官、第２１選
挙区選出の上院議員及び同選挙区に住む黒
人及びヒスパニックによる有権者団体に呼
び掛け、これらの者による調停を特別に許
可した。この調停は１９９５年８月に不調に終
わったが、訴訟当事者らは協議を続け、同
年１１月、上訴人を除く全ての当事者の間で
和解が成立した。
　この和解においては、新たな区割りプラ
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１　以下、「本件」と称する。尚、本件は事案としては若干古いものであるが、区割りを巡る和解につ
いて重要な示唆を含んでいるため、本稿において検討の対象とした。
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ンであるプラン３８６を作成し、これによって
第２１選挙区を変更する旨が提案された。ま
た、このプラン３８６について、地裁が公聴会
を経た上で承認するのであればフロリダ州
による採択なしに以後の選挙における区割
りとして採用される旨の合意が締結された。
　和解の承認に関して、上訴人は、地裁は
新たなプランについて承認を与える前に従
前のプランであるプラン３３０が憲法違反で
あることを示さなければならない旨を主張
したが、地裁はこの主張を退けた。
　その後、公聴会が行われ、プラン３８６は
承認された。尚、地裁は、この承認にあ
たって、プラン３３０に対する憲法判断は不
要である旨を述べた。
　上訴人は地裁のこの判断を不服として、
本件の上訴に及んだ。

Ⅲ　判旨

　５対４にて原審維持。
　Souter判 事 が 法 廷 意 見 を 執 筆 し、
Rehnquist主席判事、Stevens判事、Ginsburg 
判事及びBreyer判事がこれに加わった。一
方、Scalia判事が反対意見を執筆し、 
O’ Connor判事、Kennedy判事及びThomas
判事がこれに加わった。

Ⅲ - ⅰ　法廷意見の概要
　法廷意見の議論は、大別すると、本件に
おける和解の有効性に関する議論、連邦地
裁の義務について述べた上訴人の主張に関
する議論、プラン３８６の内容の妥当性に関
する議論に分けられる。
　まず、本件における和解の有効性に関し
て、法廷意見は以下のように論じた。

　上訴人は、Growe v. Emison, ５０７ U.S. 
２５（１９９３）に依拠しつつ、本件地裁が
行ったプラン３３０の違憲性の認定がない

中での和解の承認は、州の第一義的な責
務たる選挙区の区割りを遂行する州の利
益を減じ、ひいては、上訴人の持つ、市
民として及び有権者としての、州政府を
代表する権利をはく奪することになる、
と主張する。
　選挙区の争いにおいて連邦裁判所によ
る救済が行われる際には、可能な限り、
州によって区割りの再決定の責務が果た
されることが優先されなければならず、
上訴人の上記主張もこれと異なるもので
はない。州には、州自身による区割りの
再決定が可能であり、州自身がそれを望
んでいる限りにおいて、区割りの再決定
の責務を果たす機会を認められるべきで
ある。そして、州にその機会が認められ
ているのであれば、その区割り自体が連
邦法に抵触している場合を除き、連邦裁
判所の裁量は制限される。
　本件においては、和解が協議され、そ
の中で新たな区割りプランが提案される
ことによって、その機会は行使されてい
る。本件においては、州を代理する権限
を付与された弁護人においてプランの提
案を行う権限があったことは疑う余地は
なく、また、州司法長官においてもその
ような権限があったことについて疑う余
地はない。
　反対意見は、州議会を代理する権限に
ついて、その者がそのような権限を有す
ることにつき、明白な信任状によってこ
れを示すことを要求すべきであった旨を
主張する。しかしながら、州が司法長官
によって代理されることは可能であり、
また、司法長官の持つ和解を締結する権
限によって州が和解の当事者となること
も可能である。そして、和解及びそれに
続く判決は、州議会が再び区割り決定を
行うことを妨げるものではない。
　以上のことから、地裁による和解の承
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認は、我々の先例の根底にある原理と矛
盾するものではない２。

　次に、法廷意見は、連邦地裁は和解を承
認する前にプラン３３０の違憲性を審査すべ
きであったとする上訴人の主張について、
実益がないとしてこれを退けた。その論旨
は、以下の通りである。

　上訴人は、上訴人が和解に応じなかっ
たことを理由に、地裁には、和解を承認
する前に法的判断を下すことが義務付け
られる旨を主張するが、この主張につい
て訴えの利益は認められない。「次のよ
うな見解は、一度として支持されたこと
はない。即ち、ある当事者――当初から
の当事者であれ、後に加わった当事者で
あれ、訴訟参加人であれ――が、他の当
事者による和解の締結を妨害することが
できる、という見解は」 ３。上訴人は、和
解についての「（彼の）同意を保留にす
ることにより裁決を滞らせる権限を有す
るものはない」 ４。本件における和解は、
上訴人に義務ないし責任を課すものでは
なく、また上訴人の訴えを退けるもので
もない。
　最も近代化された訴訟手続において
は、「裁判所による判決は目的ではなく
手段である。最終的な目的とされるもの
は、判決そのものではなく、判決によっ
てもたらされる被告の何らかの行為（あ
るいは行為の停止）である。…裁判所の
発言――助言としての意見ではなく、
『訴訟あるいは論争』についての司法に
よる適切な解決をもたらす発言――の本

来の意義は、何らかの争いの解決、即
ち、原告に対する被告の振る舞いに影響
を与えること５にある」。
　上訴人は、プラン３３０を無効とするこ
とのみを求めるものではなく、憲法に適
合する新たなプランの制定までをも求め
るものである。ここで、上訴人は、その
ような判決が下された場合に得られるで
あろう立場と全く同じ立場を、現在も有
している。以前のプランに対する彼の見
解は既に述べられており、また、本件の
上訴においてそのプランを攻撃する彼の
権利は全く減じられていない６。

　そして、プラン３８６の妥当性に関し、法
廷意見は、同プランの妥当性を認めた原審
の判断に誤りはないとした。

Ⅲ - ⅱ　Scalia反対意見の概要
　一方、Scalia反対意見は、本件地裁の判
断は州の主権に対する前例のない干渉であ
ると述べ、これを承認する法廷意見を批判
した。
　その議論は、本件の和解当事者における
和解を締結する権限の有無に関する議論、
プラン３３０に対する違憲審査の必要性に関
する議論及びフロリダ州自身の手によるプ
ランの修正の機会に関する議論の３つに大
別できる。
　まず、和解を締結する権限に関して、
Scalia反対意見は、以下のように論じた。

　地裁は、「州に委ねられた問題に対す
る連邦裁判所の干渉を正当化する法的理
由と十分な証拠が存在する」 ７限り、修正
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２　Lawyer v. Department of Justice, ５２１ U.S. ５６７（１９９７） , at ５７５-５７８.
３　Firefighters v. Cleveland, ４７８ U.S. ５０１（１９８６） , at ５２８-５２９.
４　Id., at ５２９.
５　Hewitt v. Helms, ４８２ U.S. ７５５（１９８７） , at ７６１．尚、斜字体による強調は、本件の法廷意見によるも
のである。
６　５２１ U.S., at ５７８-５８０．
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１４条違反を認定することなしに、同条の
下で「州の選挙区の区割りを無効とし、
制定し直す」 ８権限を行使することができ
る、と判示した。
　このように論じる上で、地裁は、Wygant 
v. Jackson Bd. of Ed., ４７６ U.S. ２６７ 
（１９８６）におけるO’ Connor判事の同意意
見を引用している。しかしながら、同意
見は、教育委員会がアファーマティブ・
アクションを実施するに際し、過去に行
われてきた差別の事実によって当該措置
が正当化されるかどうかを判断せずにこ
れを実施することができるか否かという
問題に関するものであって、本件におい
ては参考とはならない。州がこれから行
おうとする行為の違法性を判断せずに当
該行為を行うことができるか否かという
問題と、連邦裁判所が州の法令違反を示
さずに裁判上の判断を強制することがで
きるか否かという問題とでは、明らかに
問題の性質が異なる。
　地裁は、州が裁判所によるプラン３８６
の布告を承諾する旨の合意を行ったこと
から、第２１選挙区の違憲性を判決で示す
必要はないと信じているようである。地
裁は、その議論において、Firefighters 
v. Cleveland, ４７８ U.S. ５０１（１９８６）に依
拠している。このFirefighters判決では、
当裁判所は、「（地裁が）裁判を行う権限
の源泉となるものは…当事者の合意であ
る」と述べた。しかしながら、これは差
別的待遇という違法な行為に対する救済
についての合意に関するものであり、本
件において何らの参考となるものではな
い。
　Firefighters判決においては、当事者ら
の和解の締結に対し参加人が異議を唱
え、地裁の同意判決がなければそのよう

な和解はなしえない旨を主張した。当裁
判所はこの主張を退け、当事者らは裁判
外において紛争を解決する合意の締結に
至った旨を認定した。「強制の方法は
――それが契約に締結された権利の実現
方法であれ、同意判決を求める旨の合意
によるものであれ――当事者が任意に選
択するものである」。
　本件の事案においては、これとは対照
的に、上訴人も他の原告（被上訴人）の
いずれも、州議会議員の代表者又は司法
長官との間で、「区割り改正についての
合意」を裁判外において締結することは
できない。フロリダ州憲法３条１６節は、
州議会に、「両院合同会議において」区
割りを行うことを要求しており、司法長
官にはそのような権限を付与していな
い。これらの公務員と個々の有権者との
間で締結された「区割り改正についての
合意」は、いかなるものであれ、明らか
に無効である。
　以上の原理のみであっても、権限がな
い中で締結された私的な合意について連
邦裁判所の裁決の根拠としての効力を否
定する理由としては十分である。そし
て、このことに加え、連邦裁判所が州の
区割りに関する裁決を行う場合において
は、以上の原理はより厳格に適用される
必要がある。連邦裁判所による州の区割
りに関する司法判断は、我々が「歓迎さ
れない責務」（“unwelcome obligation”）
と呼んできたものであり、その概念の下
では、連邦地裁には、最後の手段（last 
resort）としてのみ行動することが求め
られている。
　仮に、フロリダ州議会が、区割りを巡
る合意の締結に関して、その一部の構成
員に議会を代表する権限を与えることが
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７　Scott v. The United States Department of Justice, ９２０ F. Supp. １２４８（１９９６） , at １２５２.
８　Id., at １２５１．



許されるのだとしても、連邦裁判所は今
まで州の区割りに対する配慮を行ってき
たのであるから、地裁はその権限を行使
する者に対し、明白な信任状の提示を要
求するべきである。地裁は、「フロリダ
州上院及び下院は…合意を締結する権限
を…明らかにしている」と述べるが、こ
れは一部の議員が議会を代表する権限に
ついて述べられたものではない。
　また、少なくとも上院に関して以上の
ような権限が付与されていないことは、
Howard C. Formanフロリダ州上院議員
が地裁に宛てた手紙９において、個々の
議員ないしその集団が上院を代表して和
解を締結することについての異議が述べ
られていることから、明らかである１０。

　次に、プラン３３０に対する違憲審査の必
要性に関して、以下のように論じた。

　　たとえ権限を付与された上での合意で
あっても、連邦裁判所が区割りを決定す
る理由にはならない。我々は、「連邦裁
判所は、連邦法への違反がないところで
は、州による区割り決定に介入すること
を禁じられている」 １１旨を、明確かつ誤解
のない表現で述べてきた。
　法廷意見は上訴人にはこの問題に関し
て訴えの利益がない旨を述べるが、裁判

を行う権限がないところでの裁判所の判
断に対する訴えには訴えの利益が認めら
れることから、上訴人による上訴は適法
である１２。

　そして、フロリダ州自身の手による修正
の機会に関しては、以下のように論じた。

　第２１選挙区の違憲性を認定していない
という地裁の誤りは、これのみで、破棄
の理由としては十分である。そして、こ
のことに加え、地裁は、第２の誤り、即
ち、フロリダ州議会に対し、地裁が紛争
の解決を行う前に州自身の手によるプラ
ンを制定する機会を与えていない、とい
う誤りも犯している。
　我々は、連邦による州の区割りへの干
渉は地方の持つ最も中心的な機能に対す
る侵害行為であり、また、「州の主要な義
務であり責務である区割り再決定は、第
１義的には立法によって考慮ないし決定
される問題である」 １３ことを、繰り返し述
べてきた。「立法者が、区割りを行うべき
時に、時宜を得た形で、連邦憲法の要求
に従ったそれを行わなかった場合にのみ
…司法による救済は正当化される」 １４。
　地裁は、プラン３３０が憲法違反である
旨の判示をしておらず、またそのような
違憲訴訟が審査可能なのか否かについて
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９　Scalia反対意見に引用されたところでは、この手紙は、次のように述べている。「フロリダ州上院
は、それぞれの構成員が等しい権限を持つ機関として憲法上確立されたものであり、それがゆえに、
議院全体による公の討論及び行動なしには、いかなる合意の締結も許されない。フロリダ州上院の構
成員に選ばれた者の義務として、上院が扱う全ての問題に対して参加すべしとの憲法上の義務及び責
務を、私は決して放棄しない。加えて、いかなる状況にあっても、個々の上院議員及びその集団は、
私の名において合意を締結する権利を有しない。…それゆえに、私は、本件の訴訟において、どのよ
うな和解であれ、これを合意するフロリダ州上院の代表なるものに対しては、異議を唱える」。

１０　５２１ U.S., at ５８３-５８７．
１１　Voinovich v. Quilter, ５０７ U.S. １４６（１９９３） , at １５６.
１２　５２１ U.S., at ５８７．
１３　Chapman v. Meier, ４２０ U.S. １（１９７５） , at ２７; Connor v. Finch, ４３１ U.S. ４３７（１９７７） , at ４１４; 
Reynolds v. Sims, ３７７ U.S. ５３３（１９６４） , at ５８６．

１４　White v. Weiser, ４１２ U.S. ７８３（１９７３） , at ７９４-７９５; ３７７ U.S., at ５８６.
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も判示していない。このため、フロリダ
州には、このような司法判断を経た上で
区割りを修正する機会は与えられていな
い。地裁のこの誤りは、最も疑いようの
ない誤りである。
　地裁は、プラン３８６による解決を立法
による解決とみなしており、地裁の同意
意見はこれをフロリダ州議会が提案した
ものとみなしている。しかしながら、当
裁判所の判例が要求する州による区割り
の機会とは、通常の立法プロセスにおけ
るそれであり、一部の議員によって裁判
所の中で行われた交渉を通じてなされる
ものではない１５。

　以上を理由として、Scalia反対意見は、
地裁の判断を破棄し事案を差し戻すべきで
あると述べた。

Ⅳ　検討

Ⅳ - ⅰ　「歓迎されない責務」の概念
　以下では本件の論点について検討を進め
てゆくが、その前に、Scalia反対意見の中
に登場した「歓迎されない責務」の概念に
ついて簡単に整理しておきたい。
　この「歓迎されない責務」の概念は、連
邦裁判所の判例において認められてきた概
念のひとつである。連邦裁判所の判例で
は、選挙区の区割りプランの違憲性を巡る
訴訟において、一定の場合に裁判所が新た
なプランを制定することが認められてお
り、そのことを「歓迎されない責務」と呼
んでいる。この「歓迎されない責務」の概
念の下では、選挙区の区割りプランの違憲
性及び違法性が裁判上争われ、それが認め
られた場合に、新たなプランの制定を裁判
所が立法機関に命じてもなおその制定が行

われないとき、あるいは、新たに制定され
たプランがなおも憲法に違反するもので
あったときに限り、裁判所が当該立法機関
に代わってプランを制定することができる
とされている。このような形で制定された
区割りプランは、裁判所が命じたプラン
（court-ordered plan）ないし裁判所が制定
した救済プラン（court-mandated remedial 
plan）等の名称で呼ばれる。
　この「歓迎されない責務」は、連邦裁判
所が担うこともあれば州裁判所が担うこと
もあるが、連邦裁判所がこれを担う場合に
は、連邦地裁が新たなプランを制定する。
尚、この「歓迎されない責務」の下で区割
りが問題となる選挙には、連邦議会議員選
挙（下院）に限られず、州議会議員選挙あ
るいは市議会議員選挙等、様々な選挙が含
まれる。
　プランを決定する本来の権限は通常は州
の立法機関に（例えば、連邦下院議員選挙
の選挙区に関しては州議会に）帰属してい
るため、連邦裁判所であれ州裁判所であ
れ、裁判所がプランを決定することは、本
来であれば立法機関が決定すべき事項を裁
判所が決定することになる。また、連邦裁
判所がプランを決定する場合、連邦が州の
権限に対して干渉することになる。このた
め、裁判所がプランを制定すること自体に
問題がないわけではない。しかし、実際問
題として、立法機関に新たなプランの制定
を委ねている間に選挙の期日が到来すると
いう事態は起こり得るものであり、そのよ
うな場合には、州の立法機関に対して裁判
所が干渉することも必要になる。
　このような「歓迎されない責務」を巡る
問題について、連邦最高裁は、従来から、
区割りは本来的に立法機関に委ねられるべ
きことを述べる一方で、立法機関がその責
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務を果たさなかった場合には連邦裁判所が
区割りを行うこともあり得る旨を述べてき
た。
　例えば、アラバマ州議会議員選挙の選挙
区の区割りを巡る事件であるReynolds v. 
Sims, ３７７ U.S. ５３３（１９６４）において、連
邦最高裁は、「議会の選挙区の区割りは第
一義的には立法機関の考慮と判断に委ねら
れた問題であり、司法による救済は、立法
者が、連邦憲法上の要求に応じた区割りの
改正を、それをすべき適切な機会を得たと
きに時宜を得た方法で行えなかった場合に
のみ、認められる」 １６と述べた。
　また、連邦地裁によって制定されたミシ
シッピー州議会議員選挙に関する選挙区の
区割り規定の有効性が争われたConnor v. 
Finch, ４３１ U.S. ４０７（１９７７）において、連
邦最高裁は、先のReynolds判決を引用しつ
つ、次のように述べた。即ち、「州議会が、
州の伝統的な原理（ここでは、群の境界線
や河川等の地理的要因と調和するように選
挙区の区割りを行う原理を意味する：引用
者注）を理解し、これを憲法が要求する枠
組みである実質的な人口の均衡に適合させ
る上で、特に適した立場に置かれた機関で
あることから、我々は、『議会の選挙区の
区割りは、第一義的には立法機関の考慮と
判断に委ねられた問題』であることを、繰
り返し強調してきた。これとは対照的に、
連邦裁判所は、州の区割りの原理を巡って
時に生じる衝突について、人民の名におい
てこれを調和させる特別の委任を受けてい
ない。しかしながら、立法者においてこの

責務の執行を可能たらしめている権限が連
邦裁判所に与えられていないとしても、立
法者が州の目的と連邦の目的の間にある衝
突を解決することができなかった場合に
は、連邦裁判所には、州立法者に代わって
行動するという、歓迎されない責務が委ね
られることになる」 １７。
　さらに、テキサス州ダラス市の市議会議
員選挙に関する選挙区の区割り規定の有効
性が問題となったWise v. Lipscomb, ４３７ 
U.S. ５３５（１９７８）においては、「立法機関
はその区割り改正の責務を連邦裁判所に委
ねるべきではない；しかし、その立法上の
責務が果たされない場合、あるいは州の選
挙が差し迫っているためにその履行が現実
的ではない場合、後の立法行為までの間の
区割り規定を制定しこれを課すことが、連
邦 裁 判 所 の『歓 迎 さ れ な い 責 務』
（“unwelcome obligation”）となる」 １８と述べ
た。
　これらの議論は、近年の事例である
League of United Latin American Citizens 
v. Perry, ５４８ U.S. ３９９（２００６）においても
引用されている１９。尚、このPerry判決にお
いては、上述のことに加え、州によって有
効に制定された区割りプランが存在する場
合には、裁判所が制定したプランはこれに
劣後する旨等が述べられている。
　本件においては、プラン３８６を承認した
連邦地裁の行為について、Scalia反対意見
はこれが「歓迎されない責務」に該当する
ものとしているが、法廷意見はこの点につ
いて言及をしていない。このため、本件に
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１６　３７７ U.S., at ５８６．
１７　４３１ U.S., at ４１５．
１８　Wise v. Lipscomb, ４３７ U.S. ５３５（１９７８） , at ５４０．
１９　このPerry判決については、東川浩二「League of United Latin American Citizens v. Perry（２００６）
――共和党主導のゲリマンダリングは、たとえ区割り改定の必要がない時期であっても憲法上許され
る。他方、投票権法の解釈について、同じラテン系であっても、分散して居住し、政治的、社会的利
益が異なる場合は同じ有権者集団とは言えず、同法２条違反と認定される」［２００７-１］アメリカ法
（１２３）を参照。
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ついて分析する上では、本件の事案が「歓
迎されない責務」に該当するのか否かを検
討することが重要になる。

 Ⅳ- ⅱ　論点の整理
　以上のことを踏まえつつ、本件の論点に
ついて整理する。
　まず、本件の事案を簡潔にまとめると、
これは、既存の区割りプラン（プラン３３０）
の違憲性が裁判において争われていたとこ
ろ、和解の手続が開始され、その中で当事
者が新たなプラン（プラン３８６）を提案、
地裁は従前のプランであるプラン３３０の違
憲性ないし違法性を審査しないままに、新
たなプランであるプラン３８６を承認した、
という事案である。
　次に、法廷意見及びScalia反対意見の見
解について簡潔にまとめると、法廷意見
は、このような和解によるプランの改正は
可能であり、本件の被告側当事者にはこれ
についての和解協議を行う権限が付与され
ていたと判断し、本件の和解を有効なもの
と評価した。そして、プラン３３０の違憲性
の判示を求める上訴人の訴えについて訴え
の利益を否定し、地裁がプラン３８６を承認
する前にプラン３３０の違憲性を示す必要が
あったか否かという問題については言及し
なかった。
　一方、Scalia反対意見は、本件において
は被告側当事者に新たなプランについて和
解協議を行う権限が付与されていない旨を
述べ、地裁が行ったプラン３８６の承認は無
効であるとした。このように論じる中で、
Scalia反対意見は、「歓迎されない責務」
の概念から、裁判所には区割りの問題に関
して慎重な態度を取ることが求められると
し、それゆえに、和解当事者に区割りにつ
いての和解協議を認める際には、その者に
その権限が付与されていることが明白な信
任状によって示されている必要があるとし

た上で、本件においてはこの要求が満たさ
れていない旨を述べている。そして、この
ことに加え、Scalia反対意見は、地裁はプ
ラン３８６を承認する前に従前のプランであ
るプラン３３０が違憲であることを判示し、
かつ、州にその違憲性を州自身の手によっ
て修正する機会を与えなければならなかっ
たと述べ、本件の事案においてはそのいず
れも行われていなかったとして、このこと
からも本件におけるプラン３８６の承認は無
効となる旨を論じている。
　このように整理すると、法廷意見と
Scalia反対意見とでは、次の２つの点にお
いて大きく異なっていることが分かる。第
１点は、プラン３８６を提示した本件の和解
協議が正当に付与された権限の下で行われ
たものと認めるか否か、という点である。
第２点は、本件におけるプラン３８６の有効
性の評価に関して、「歓迎されない責務」
の概念を考慮に入れるか否か、という点で
ある。
　第２点に関して、先に述べたように、
「歓迎されない責務」の概念の下では、従
前のプランについて憲法違反であることが
判示された後に、その違憲性を修正して新
たなプランを制定する機会が州に与えら
れ、州がその責務を果たさなかったときに
初めて、連邦地裁による新たなプランの制
定が許されることになる。このため、本件
の事案に「歓迎されない責務」の概念が適
用されるのであれば、地裁はプラン３８６を
承認する前にプラン３３０が違憲であること
を判示し、州に対し州自身の手でこの違憲
性を修正する機会を与えなければならず、
このような違憲性の判示ないし修正の機会
の付与が行われていない本件の事案におい
ては、プラン３８６の承認は無効とされるこ
とになる。
　尚、仮に「歓迎されない責務」の概念が
本件に適用されなかったとしても、そのこ
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とのみを理由に、プラン３３０に対する違憲
審査の必要性は全く問題にならない、とま
でいうことはできない。従前のプランが違
憲である旨を判示することは「歓迎されな
い責務」の概念の下で要求されているもの
ではあるが、これとは別の理由から同様の
違憲審査が要求されるということも、考え
られないわけではないからである。
　後に見るように、本件の事案においてプ
ラン３３０に対する違憲審査が行われない中
でプラン３８６の作成が行われたということ
は、プランを修正する必要性が示されてい
ない中でその改正が行われたということで
もある。このことは、区割りを巡る州の権
限に関して、ひとつの重要な示唆を含んで
いる。
　以下では、和解による区割り改正、本件
の事案に対する「歓迎されない責務」の概
念の適用、及び、従前のプランに対する違
憲審査の必要性の３点から、本件に対する
検討を試みる。

Ⅳ- ⅲ　和解による区割り改正の可否
　本件においてプラン３８６が有効に成立す
るためには、このような和解による区割り
改正（新たなプランの作成）が可能であ
り、かつ、和解に参加した当事者にその協
議ないし決定を行う権限が付与されていな
ければならない。このことから、本件の事
案においては、和解による区割り改正がそ
もそも可能であるのか否かが重要な問題と
なる。
　和解によるプランの改正が可能であると
する根拠としては、訴訟において州を代表
する者（本件においては司法長官）の代理
権が考えられる。この代理権の中に、和解
によって紛争の解決を図る権限が含まれて
いるのであれば、その中には、和解協議を
行う権限も含まれているはずである。そし
て、この代理権の中に、区割りを巡る和解

において新たなプランの作成について協議
する権限も含まれる、と解する余地もあ
る。このように解した場合、和解による区
割り改正は可能であり、訴訟において州を
代表する者にはその協議を行う権限が付与
されている、という結論を導くことも可能
である。本件の法廷意見はこのような見解
に立っているようである。
　尚、和解協議においてプランの作成を行
う以上は、一方当事者の判断のみによって
プランを作成することはできず、そこには
対立当事者である原告（住民）の意見が反
映されることになる。これに対し、州議会
が、本来的に区割りを行うべき場合（即
ち、１０年ごとの人口調査によって区割り改
正の必要性が示された時）や、区割り訴訟
において従前のプランの違憲性が示された
場合に新たなプランを制定するときには、
州議会が単独でその制定を行う。つまり、
州議会の議決による区割り改正と和解にお
ける区割り改正とでは、新たなプランの内
容の決定に関与する者の範囲が、州議会議
員以外の者が原告側当事者として加わるか
否かという点で、異なることになる。この
ことは、和解協議に州議会の両議院の議員
全員が参加した場合や、司法長官のように
訴訟において州を代表する者について各議
院の議員全員を代表する者であるとみなし
た場合であっても、同様である。
　また、和解協議におけるプランの決定
は、州議会の議決におけるそれと異なり、
必ずしも多数決原理に基づいて行われる必
要はない。このため、和解による区割り改
正を認めることは、プランの制定を巡る意
思決定に通常の議決であれば参加しない者
（原告）の参加を認め、さらに、通常の議
決とは異なる手続による決定を許す、とい
うことになる。法廷意見のように和解によ
る区割り改正を認める立場に立った場合、
このことの是非についても検討する必要が

１０８
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あるだろう２０。尚、このことは、区割りを
行う専門の委員会を州議会が設置している
場合であっても、変わるものではない。
　他方、プランの制定はあくまで州議会に
委ねられた事項であり、「歓迎されない責
務」による例外を除き、議会の議決を経て
行われなければならないものであると解す
るのであれば、和解による区割り改正は許
されないことになる。Scalia反対意見は、
このような見解に立っているようである。

Ⅳ-ⅳ　本件の事案に対する「歓迎され
ない責務」の概念の適用
　「歓迎されない責務」に関しては、Scalia
反対意見においては言及されているもの
の、法廷意見では一切言及されていない。
　先述した通り、本件の事案に「歓迎され
ない責務」の概念が適用されるとすれば、
地裁はプラン３８６を承認する前にプラン３３０
が憲法違反であることを判示する必要が
あったということになり、それゆえに、こ
の違憲性に判示を行っていない本件におい
ては、プラン３８６の承認は無効ということ
になる。このため、本件の事案に関して
は、そもそも「歓迎されない責務」の概念
が適用されるべき事案であるのか否かが問
題となる。
　ここで、「歓迎されない責務」は裁判所
が制定した救済プランに関する概念である
ところ、本件で問題となっているプラン
３８６は地裁によって承認されたものではあ
るものの、その作成は当事者間の協議に

よって行われたのであって、地裁自身がこ
のプランの内容を決定したわけではない。
これに対し、「歓迎されない責務」の下で
は、通常は、地裁自身が新たなプランの内
容を決定することになる。このことから、
プラン３８６について裁判所が制定した救済
プランではないと評価した上で、本件の事
案には「歓迎されない責務」の概念は適用
されないと論ずることも可能である。
　もっとも、プラン３８６は裁判所が制定し
た救済プランではないとの評価に立ったと
しても、本件に「歓迎されない責務」の概
念を用いることが一切不可能になるわけで
はない。例えば、「歓迎されない責務」の
概念は本来的に区割りの権限を有する州議
会への配慮を念頭に置いたものであり、州
議会以外の機関がプランを制定するのであ
れば、たとえその機関が裁判所でなかった
としても、「歓迎されない責務」と同様の
こと（従前のプランが違憲であり、そのこ
とが判決において示された後に、州自身に
その違憲性を修正して新たなプランを制定
する機会が与えられること）が要求され
る、と解することは可能である。
　このような見解に立った場合、プラン
３８６について、州議会以外の主体が制定な
いし作成したものと評価する限りは、本件
には「歓迎されない責務」の概念が適用さ
れることになる。但し、このような見解の
下でも、本件においては司法長官による代
表を通じて州議会もプラン３８６の作成に関
与しているとした上で、そのことを理由
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２０　本件については、「法廷意見も反対意見も、手続的側面に注目し、区割りそのものの合憲性や厳格
審査における非常に重要な利益等には触れず、形式的に地裁の判示を肯認した」ことから、「当事者
が参加した和解案によって成立した区割りについては、その形が多少いびつであっても、認められ
る」旨の示唆が含まれている、との指摘がある（東川浩二「合衆国における９０年代の人種的ゲリマン
ダリング訴訟の展開（二・完）――Easley v. Cromartie（２００１）を契機として――」金沢法学４５巻２号
１頁（２５頁））。この指摘のように、和解により作成されたプランについて、その違憲性が緩やかな基
準の下で審査されるのであれば、和解におけるプランの作成は、州議会がプランを制定する場合に比
べ、手続的側面のみならず実体的側面においても、制約がより小さい中で行われることになる。この
ように制約の小さいプランの作成が許されるのか否かについても、検討の必要があるだろう。



に、従前のプランについての違憲性の判示
は必要なく、また、州自身による修正の機
会はこの関与を通じて付与されている、と
解する余地はある（「歓迎されない責務」
による要求が州議会に対する配慮のゆえで
あるとすれば、そのような結論を導くこと
も、理論的には可能である）。あるいは、
プラン３８６の制定について、州議会が制定
したものと評価する場合にも、同様の結論
が導かれ得る（司法長官が州議会を代表し
ていることを理由に、その行為について州
議会が行ったものと同視するのであれば、
このような評価も可能になる）。
　他方、プラン３８６について、裁判所が制
定した救済プランであると評価した場合、
本件には、当然に「歓迎されない責務」の
概念が適用されることになる。
　このように見ると、本件の事案に「歓迎
されない責務」の概念が適用されるか否か
を検討する上では、次の２つの点が問題に
なることが分かる。
　第１点は、本件のプラン３８６について、
どのような主体が制定ないし作成したもの
と評価するか、という問題である。これを
裁判所が制定したものと評価するのであれ
ば、本件の事案は「歓迎されない責務」の
概念の適用を受けることになる。これに対

し、プラン３８６を州議会が制定したものと
評価するのであれば、本件にこの概念は適
用されないことになる。他方、裁判所とも
州議会とも異なる主体が作成したものと評
価するのであれば、次の第２点が問題とな
る２１。
　第２点は「歓迎されない責務」の概念の
適用範囲についての解釈である。この概念
について、裁判所がプランを制定する場合
にのみ適用されるものであると解するので
あれば、プラン３８６について裁判所とは異
なる主体が作成したものと評価した場合、
本件にはこの概念は適用されないことにな
る。これに対し、州議会以外の主体がプラ
ンを制定ないし作成する場合には「歓迎さ
れない責務」の概念が適用されると解する
のであれば、プラン３８６について前述のよ
うな評価に立った場合にも、本件はこの概
念の適用を受けることになる。
　和解による区割り改正が「歓迎されない
責務」に該当するか否かを論じる上では、
このような観点からの検討が重要になるだ
ろう。
　尚、以上の観点から分析すると、本件の
法廷意見は、和解を通じたプラン３８６の作
成に関して、州議会が行ったものと同視し
ているか、あるいは、州議会は司法長官に
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２１　連邦最高裁の判例（Connor v. Johnson, ４０２ U.S. ６９０（１９７１） , Connor v. Williams, ４０４ U.S. ５４９
（１９７２）、Mahan v. Howell, ４１０ U.S. ３１５（１９７３）等）では、裁判所がプランを制定する場合には、例
外的事由のない限り、小選挙区（single-member district）のみによって区割りを行うべきであるとされ
ているところ、前述したWise判決において、最高裁は、小選挙区と全域代表選挙区（at large）の並
用の合憲性が問題となった区割りプランについて、その制定が立法者（市議会）の手によるものであ
ると評価し、これを裁判所の手によるプランと評価して上述の要件を適用した原審（Lipscomb v. 
Wise, ５５１ F.２d １０４３）を破棄した。このWise判決の趣旨からすれば、新たなプラン制定ないし作成し
た主体がどのような者であったかという問題は、そのプランの制定ないし作成の前に従前のプランに
対する違憲審査が必要になるか否かの問題、及び、州に対し独自のプランを制定する機会を与える必
要があるか否かの問題に影響を与えるだけでなく、新たなプランにおいてどのような選挙区を採用し
得るのかという実体的な問題にも影響を与えることになる。全域代表選挙区制を巡る問題について
は、John E. Theuman, Applicability and application of § ２ of Voting Rights Act of １９６５（４２ U.S.C.A. 
§ １９７３）to members of school board, １０５ A.L.R. Fed. ２５４（１９９１） , Tim A. Thomas,“At-large”elec-
tions as violation of § ２ of Voting Rights Act of １９６５（４２ U.S.C.A. § １９７３） , ９２ A.L.R. Fed. ２d ８２４
（１９８９） , James Scott McClain, Note, The Voting Rights Act and Local School Boards: An Argument for 
Deference to Educational Policy in Reme-dies for Vote Dilution, ６７ Tex. L. Rev. １３９（１９８８）等を参詳。
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よる代表を通じてプラン３８６の作成過程に
関与しており、それゆえに州議会に対する
配慮を根拠とする「歓迎されない責務」の
概念については考慮する必要がない、との
立場に立っているものと見ることができ
る。そして、本件において州は和解を通じ
て区割り改正の機会を行使している旨を述
べていることからすると、法廷意見は、こ
れらのうち後者の立場に立っているものと
推測することができる。
　他方、Scalia反対意見に関しては、上述
の議論からすれば、地裁によるプラン３８６
の承認を裁判所によるプランの制定と評価
しているか、あるいは、プラン３８６を裁判
所が制定した救済プランとは異なるものと
評価しつつ、裁判所以外の主体がプランを
作成した場合にも「歓迎されない責務」の
概念は適用される、との立場に立っている
ものと見ることができる。Scalia反対意見
がこのいずれの立場に立っているのかの判
別は難しいが、「歓迎されない責務」の下
では連邦裁判所は最後の手段としてのみ行
動すべき旨を述べている点や、地裁は司法
長官に明白な信任状の提出を要求すべきで
あった旨を述べている点から推測すると、
プラン３８６の成立に関して、州議会が通常
の議決に基づいて制定したものではないと
いう側面よりも、連邦地裁が和解案に対す
る承認を通じてその成立に関与していると
いう側面を重視しているように思われる。

Ⅳ-ⅴ　従前の区割りに対する違憲審査
の必要性
　本件においては、従前のプランであるプ
ラン３３０が憲法違反である旨が示されてい
ない中で、新たなプランであるプラン３８６
が作成され、地裁により承認されている。
　ここで、従前のプランの違憲性が示され
ていないということは、従前のプランが修
正の必要なものである旨が示されていない

ということでもある。即ち、本件では、プ
ランを修正する必要性が明確になっていな
いにもかかわらず、和解によってこれが変
更された、ということになる。このため、
本件の事案において、地裁がプラン３８６を
承認する前にプラン３３０に対する違憲審査
を行う必要はないとするのであれば、従前
のプランについて修正の必要性が明確に
なっていない段階であっても和解による区
割り改正は可能である、ということにな
る。
　そして、このことは、和解による区割り
改正の性質に関する解釈次第では、さらに
別の意味を持つことになる。即ち、本件に
おいて、州議会は、司法長官による代理を
通じ、区割りを行う権限を和解協議におい
て行使していた、との見解に立つのであれ
ば、州議会は、従前のプランを修正する必
要がない状況においても、区割り改正を行
う権限を行使できる、ということになる。
このことは、プラン３８６の制定に関して、
これを州議会が行ったものと解した場合に
も、同様にあてはまる。尚、本件の和解及
びプラン３８６の制定に関してここに述べた
ように解しない限りは、本件の和解協議は
結局のところ区割り改正を行う権限を持つ
者がいない中で行われたものということに
なり、その有効性に問題が生じることにな
る。
　因みに、これと同様の問題は、本件以後
の事案ではあるが、前述したPerry判決にお
いて争われている。そこでは、中間期にお
ける区割り改正（mid-decade redistricting） ２２

を巡る問題として、区割り改正の必要がな
い状況であるにもかかわらず州議会が新た
な区割りプランの制定について決議を行う
のは、その時点において議会の多数派を占
める政党が自らを有利にするためであり、
そのような動機のみに基づく区割り改正は
憲法に違反するゲリマンダー２３であって無
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効である、との議論が、上訴人（原告）か
ら主張された。これに対し、最高裁は、そ
のように立法者の動機に基づいてゲリマン
ダーを審査する基準を採用することはでき
ない旨を述べるとともに、中間期における
区割り改正は禁止されていない旨を述べ、
上訴人の主張を退けた。中間期における区
割り改正が認められるということは、州議
会は従前のプランを修正する必要がない場
合であっても区割り改正を行い得る、とい
うことでもある。
　本件の法廷意見は、プラン３３０に対する
違憲審査が行われるべきであった旨の主張
については訴えの利益によって退けてお
り、実体判断にまで踏み込んでいない。こ
のため、本件のみでは、従前のプランの修
正が不要な状況における区割り改正を連邦
最高裁が是認しているのか否かは定かでは
ない。しかしながら、このPerry判決との
関連から、連邦最高裁がこのような区割り
改正も認めていることを見出すことができ
る。

Ⅳ - ⅵ　私見
　以上の検討を踏まえた上で、私見の展開
を試みる。
　まず、和解による区割り改正が可能であ
るか否かについて。
　既に述べたように、和解による区割り改
正が可能であるとすると、そこでの新たな
プランの内容決定に、議員以外の者が原告

側当事者として加わることになる。また、
個々の議員は、和解によって区割り改正が
行われた場合、その和解協議に参加しない
限り、新たなプランの内容決定に関与する
ことができない。即ち、和解における区割
り改正は、全ての議員が和解協議に参加す
るという非現実的な状況でもない限り、本
来であれば新たなプランの内容決定に関与
するはずの議員の一部が関与しない中で行
われることになる。
　尚、私見としては、和解協議への議員の
参加に関して、司法長官のような一定の身
分を持つ者に議員全員の意思を代理させ、
この者の参加によって議員全員が和解に参
加したとみなすことは、不可能であると思
われる。区割りに限らず、議会において議
決すべき事項では、通常は、各人の利害が
対立するものである（そのように利害が対
立する事項であるからこそ、議会における
議決が要求されている）。そのような事項
に関する意思決定について、一部の者によ
る全ての者の代理を認めることは困難とい
うべきである。その者が全議員から承諾を
得た場合であればともかく、そうでない限
りは、議会の意思決定の代理は許されない
と解するべきだろう。
　また、和解における意思決定の手続は、
議会における議決の手続と異なり、多数決
原理によって決定されなければならないと
いう制約を受けず、当事者間の自由な協議
によって行われる。
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２２　この「中間期における区割り改正」とは、人口調査が行われてから次の人口調査が行われるまでの間
の時期（中間期）に行われる区割り改正のことである。周知の通り、アメリカでは、１０年ごとに各州の
人口調査が行われ、その結果に応じて各州に連邦議会（下院）の議席が割り当てられる。このとき、割
り当てられた議席の数に変動があれば、各州は、これに応じて州内の区割りを改正しなければならない。
これに対し、中間期においては、従前の区割りが憲法違反であった等の事情がない限り、区割り改正の
必要性は生じないことになる。中間期における区割り改正を巡る問題に関しては、Patrick Marecki, 
Note, Mid-Decade Congressional Redistricting In a Red and Blue Nation, ５７ Vand. L. Rev. １９３５（２００４）
を参詳。

２３　ゲリマンダーには人種的ゲリマンダー（racial gerrymandering）と党派的ゲリマンダー（partisan ger-
rymandering）及び政治的ゲリマンダー（political gerrymandering）があるが、ここで問題となっている
ものは党派的ゲリマンダーである。
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　このため、和解による区割り改正を認め
ることは、議会における議決とは異なる構
成員による組織が、異なる意思決定手続に
よって区割りを行うことを認めることにな
る。
　さらに、区割り改正が和解において協議
されるとすると、その協議が長期化した場
合の措置が別途問題となり得る。「歓迎さ
れない責務」の概念の下では、州議会によ
る新たなプランの制定が選挙の直前になっ
ても完了しない場合には、裁判所が州議会
に代わって区割りを行うものとされる。こ
のルールを和解による区割り改正に応用す
ると、和解協議が長期化して新たなプラン
の作成が間に合わない場合には裁判所がプ
ランを制定する、ということになるが、こ
のように解した場合、和解が長期化した時
には、州議会にプランを制定する機会が一
切与えられないまま、裁判所によるプラン
の制定が行われることになりかねない。
　このように、和解による区割り改正を認
めることには、問題が多い。このことか
ら、私見としては、和解による区割り改正
は認められるべきではないと考える。
　次に、「歓迎されない責務」の概念を本
件の事案に適用するべきか否かについて。
　先に検討したように、本件の事案に「歓
迎されない責務」の概念が適用されるべき
か否かという問題は、論理的には、２つの
観点から決定されることである。即ち、和
解における区割り改正によって作成された
プランについてどのような主体が制定ない
し作成したものと評価するか（裁判所が制
定したものと見るか、州議会が制定したも
のと見るか、あるいは、裁判所でも州議会
でもない別の主体が作成したものと見る
か）という第１の観点と、「歓迎されない
責務」の概念はどのような範囲にまで適用
されるか（裁判所がプランを制定した場合
にのみ適用すべきか、あるいは、裁判所及

び州議会以外の主体がプランを作成した場
合にも適用すべきか）という第２の観点で
ある。
　ここで、第１の観点に関して、私見の立
場からは、本件におけるプラン３８６の作成
について州議会がこれを制定したものと見
ることは困難であると思われる。先に見た
ように、本件の和解協議には議員以外の者
も参加しており、その一方で個々の議員は
参加しておらず、また、司法長官によって
議員全員が代理されていると見ることも不
可能であるからである。そして、同様の理
由から、州議会が本来有している区割りの
権限が本件の和解協議において行使され
た、と見ることもできない。
　他方、このプラン３８６について、裁判所
が制定したプランであると評価することも
困難であると思われる。本件において、地
裁は、和解協議によって作成されたプラン
を承認しただけであって、プランの内容の
決定に関与していたわけではない。
　このため、私見の立場としては、本件に
おけるプラン３８６について、裁判所とも州
議会とも異なる主体が作成したものと評価
すべき、と考える。
　そこで、次に、上述の第２の観点が問題
となる。「歓迎されない責務」の概念を、
裁判所がプランを制定した場合にのみ適用
されるものと解するのであれば、プラン
３８６について裁判所が制定したプランでは
ないと評価する以上は、本件には「歓迎さ
れない責務」の概念は適用されるべきでは
ない。これに対し、州議会以外の主体がプ
ランを作成した場合には、その主体が裁判
所以外の者であった場合にも「歓迎されな
い責務」の概念が適用されるものと解する
のであれば、プラン３８６の作成を州議会以
外の主体が行ったものと見る以上、本件は
「歓迎されない責務」の概念の適用を受け
ることになる。
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　この点に関して、私見としては、「歓迎
されない責務」の概念が適用される範囲に
ついて、裁判所がプランを制定した場合に
限定する必要はないと思われる。裁判所
が、自ら区割りを行うことを「歓迎されな
い責務」と位置付けている理由は、区割り
の権限が第一義的には州議会にあるためで
あって、このことは他の主体がプランを作
成する場合であっても変わるものではな
い。また、裁判所によるプランの制定が
「歓迎されない」ことであるとはいえ、裁
判所は、法的な紛争の終局的な解決を委ね
られた機関であって、このことからすれ
ば、州議会が区割りの責務を果たさない場
合に裁判所がこれを担うことも正当化され
得るものであるところ、そのような立場に
ある裁判所でさえ、「歓迎されない責務」
の概念の下、自身の手によるプランの制定
に厳格な要件を課しているのであるから、
他の主体が区割りを行う場合にも、同様の
要件が当然に課されるべきである、という
解釈も成り立つ。従って、私見としては、
州議会以外の主体がプランの作成を行うの
であれば、その主体が裁判所以外の者で
あった場合にも、「歓迎されない責務」の
概念は適用されるべきであると考える。
　以上のことから、私見としては、本件に
おける和解は本来的に許されないものであ
り、それゆえにプラン３８６は無効とされる

べきであると考える。また、仮に和解によ
る区割り改正が許されるとしても、そこに
は「歓迎されない責務」の概念が適用され
るべきであり、それゆえに、本件では、従
前のプランであるプラン３３０についての違
憲性の判示が必要であったところ、その判
示が行われていないため、プラン３８６は無
効と解されるべきである。
　このような理由から、私見としては、本
件の法廷意見のような見解には疑問があ
る。

Ⅴ　おわりに

　本件は区割りを巡る和解の効力に関する
事例であるが、以上に見てきたように、区
割りを行う権限や、連邦最高裁の判例理論
である「歓迎されない責務」等、様々な問
題に関する示唆に富んでいるものである。
　既に述べたように、区割りにおける平等
の実現は長年の課題であり、裁判において
区割りの妥当性が争われた事例も多い。そ
して、その中には、本件のように、紛争の
解決方法について議論された事例も存在す
る。このような区割り訴訟に関する学説の
議論では、区割りの違憲性を審査する基準
や区割り訴訟を提起するための原告適格に
焦点が当てられることが多く２４、そのこと
自体は問題の性質上妥当なことと思われる
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２４　本件と近い時期に下された主な判決としては、Thornburg v. Gingles, ４７８ U.S. ３０（１９８６）や、Shaw 
v. Reno, ５０９ U.S. ６３０（１９９３）及びShaw v. Hunt, ５１７ U.S. ８９９（１９９６） , United States v. Hays, ５１５ U.S. 
７３７（１９９５） , Miller v. Johnson, ５１５ U.S. ９００（１９９５）及びAbrams v. Johnson, ５２１ U.S. ７４（１９９７） , Bush 
v. Vera, ５１７ U.S. ９５２（１９９６） , Easley v. Cromartie, ５３２ U.S. ２３４（２００１）等が学説の注目を集めており、
そこでは、特に、ゲリマンダーやマイノリティ多数選挙区制等が問題とされている。尚、これらの判決
については、安西文雄「人種に基づいた選挙区割と少数派の選挙権―― Shaw v. Reno, １１３ S. Ct. ２８１６
（１９９３）」ジュリスト１０６３号１１８頁（１９９５年）、日傘完治「投票権と人種に基づく選挙区割Bush v. Vera, 
１１６ S. Ct. １９４１（１９９６）」ジュリスト１１２１号１３９頁（１９９７年）、東川浩二「United States v. Hays, １１５ S. 
Ct. ２４３１（１９９５）――人種的にゲリマンダーされた選挙区に居住していない有権者には原告適格が認めら
れない」六甲台論集４５巻３号１０１頁（１９９９年）、同「選挙区割りにおけるアファーマティブ・アクション
――投票における人種指標の重要性についての一考察」六甲台論集４６巻１号２５頁（１９９９年）、同「合衆国
における９０年代の人種的ゲリマンダリング訴訟の展開（一）―― Easley v. Cromartie（２００１）を契機とし
て――」金沢法学４５巻１号１頁（２００３年）及び同・前掲注２０等が詳しい。



和解に基づく選挙区割りの変更と従前の区割りに対する違憲審査（青木）

が、他方で、どのような形で紛争の解決が
なされるか、という点についても議論の余
地はあると思われる。
　ところで、日本においても議員定数不均
衡訴訟は繰り返し提起されているが、これ
は形式的には過去の選挙に関する選挙無効
訴訟の形を採るものであって、原告の実際
の意図がどうであれ、定数不均衡の問題は
その請求に理由があるか否かの問題として
審理されるにすぎず、たとえそこに違憲性
が認められたとしても、議席配分規定の修
正を裁判の中で請求することが認められる
わけではない。無論、訴訟の結果を受けて
国会が自発的に議席配分規定の変更を行う
ことはあり得るが、これはあくまで政治的
な解決である。日本で行われている議員定
数不均衡訴訟は、過去に用いられた議席配
分規定に着目した訴えであって、将来の選
挙において用いられるであろう議席廃部規
定を念頭に置くものではない。
　このため、日本の議員定数不均衡訴訟に
関しては、少なくとも現時点では、和解に
よる議席配分規定の変更が問題となること
は考えにくい。仮にそのような問題が生じ
るとすれば、それは、憲法違反の議席配分
規定の修正を裁判において求める法理が確
立された後のことである。しかしながら、
そのような法理が確立された際には、本件
の示唆は重要な意義を持つことになるだろ
う。
　近年、議員定数不均衡問題には一定の進

展がみられるものの、根本的な解決には程
遠く、訴訟制度も含めた制度全体の改正が
望まれるところである。今後の展開に期待
したい。
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